
報道関係者各位 

2026 年 1 月 17 日 

難病患者家族・大藤朋子 

全国保険医団体連合会 

【記者会見のご案内】 
OTC 類似薬の保険給付の在り方を総選挙の重大争点に 

自民党と維新の会の連立政権は、昨年 12 月 19 日、OTC 類似薬が処方された患者に 3割の

医療費窓口負担とは別に 25％の追加負担を課す新制度を導入することを打ち出しました。

追加負担が強いられる対象は 77 成分 1100 品目に上り数千万人が影響を受けます。自民党と

維新の会の 2党のみで密室協議を繰り返し、年末になって追加負担分の徴収方法や金額規模

を示しましたが、具体的な薬名は最後まで公表されていません。患者・当事者不在の乱暴な

決め方に多くの国民が怒りと不安を募らせています。 

私どもが取り組んだ「OTC 類似薬保険外しに関する影響アンケート」（有効回答数 12,301

件）には、「少額の負担増だけでも生活が崩壊する」との回答が複数寄せられました。自維

政調会長の合意書では対象薬剤や負担金額の拡大の検討も盛り込まれています。25％の追加

負担、さらなる対象拡大・負担増に反対します。 

高市首相が通常国会冒頭の衆議院解散にあたり連立政権の信を問う考えを示しましたが、

そうであれば、多くの国民に影響する OTC 類似薬の保険給付の在り方を選挙の一大争点にす

べきです。 

記者会見では、難病患者、患者団体、医療者、建築労働者、子育て世代から OTC 類似薬の

保険除外による患者・国民への影響を改めて訴えるとともに各党の政策・公約とともに争点

化に向けた取り組みをお伝えします。多くの報道関係者に取材していただきますよう御案内

します。 

記 

日時：2026 年 1 月 22 日（木） 15：00～16：00 

場所：厚生労働省９階・記者会見会場（※WEB 配信はございません。） 

参加予定：難病患者（魚鱗癬）の家族：大藤朋子さん 

全国保険医団体連合会会長・竹田智雄さん 

日本アトピー協会 倉谷康孝さん 

東京土建  

新日本婦人の会など 

【問い合わせ先】 
難病患者の家族・大藤朋子 

E-mail：nannbyoukannjyanohaha@gmail.com
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解散総選挙 自維連立政権の信を問う 

OTC 類似薬の保険給付の見直しを争点に 

全国保険医団体連合会 

高市早苗首相は、1月 19日の記者会見で、政権の枠組みが自民党と日本維新の会の連立

政権に変わり、連立合意書で重要な政策変更が行われたことから、国民の審判を仰ぐため

23日招集日に衆議院を解散し、2月 8日に解散総選挙を実施すると表明しました。解散に

よる政治空白で 26年予算の年度内成立が困難となり、国民生活、物価高対策にも大きな影

響は避けられません。そもそも連立政権が発足した 2025年 10月に解散しなかったのか、

国会での法案や予算審議を投げ出しなぜ今解散なのか。世論の半数が解散に反対していま

す。政権が抱える数多くの問題について、野党からの追求を逃れるために解散したので

は、内閣支持率が高いうちに解散して安定多数の議席を確保するために解散したのではな

ど疑念を抱かざるを得ません。 

最大２兆円の保険除外・給付削減 自維両党の密室協議 

OTC類似薬の保険適用除外を強く主張する日本維新の会が連立政権入りし、2025年 10月

20日に自維両党が交わした連立政権合意書には、「OTC類似薬」を含む薬剤自己負担の見直

しが社会保障政策の筆頭に掲げられました。3カ月間で自維両党による密室協議では、最

大２兆円規模（対象薬剤 1100成分、保険除外割合を 1/1）の保険除外・給付削減も含めた

金額・規模ありきの患者・当事者不在の無責任な議論が続けられました。 

難病患者、患者団体、医療団体による実態調査や世論の反対などもあり一転二転の末、

最終的には 2025年 12月 19日に自維政調会長合意で 77成分約 1100品目の薬剤費を一部保

険除外し、患者に追加負担（特別料金）を求めることが合意されました。政調合意には、

27年以降に追加を求める対象薬剤の拡大していくこと、追加負担割合の拡大も検討するこ

ととされました。対象薬剤の拡大について最終的には 7000品目（OTC医薬品の対応する症

状の適用がある処方箋医薬品以外の医療用医薬品）まで広げる考えも盛り込まれました。

自維両党は、症状があっても受診して医師の診断や検査を行わず、自己判断による服薬で

対処させ、医療給付を削減し、社会保険料引き下げを迫るもので、国民の健康管理に対す

る責任を放棄するものです。 

2



政府案 77 成分１１００品目の薬剤費の追加負担について 

政府は 77成分・約 1100品目の薬(OTC類似薬)について、1から 3割の窓口負担金とは別

に「特別料金（薬剤費の 25％）」を徴収することを決めました。対象薬剤は、ロキソニ

ン、湿布などの痛み止めやアレグラ、フェキソフェナジンなど花粉症治療薬（抗アレルギ

ー薬）、皮膚疾患の保湿剤（ヒルドイド）、ステロイド剤など日常的に幅広い疾患で使われ

ている薬です。これらの薬は「特別料金」を含めると実質的な窓口負担は１割の患者は３

割、２割の患者は４割、３割の患者は５割に負担が増加します。 

特別料金を徴収する理由について、政府は「現役世代の保険料負担の軽減」、「仕事で医

療機関を受診できず市販薬を利用している患者との公平性」と説明していますが、削減さ

れる医療費は 900億円で、国民一人当たりの保険料軽減額は年間 750円、月 63円とわずか

な金額です。一方で花粉症やアトピー性皮膚炎などアレルギー性疾患などに苦しむ患者な

ど、すべての世代に大きな影響が出ます。 

政府は医療機関に受診ができる患者にペナルティー的に追加負担を徴収するのではな

く、症状を抱えながら医療機関に受診できない国民の受診機会を確保するために事業者へ

の働きかけなど環境整備すべきです。患者負担増で「受診控え」が広がれば、適切な診断

や治療が遅れ、疾患の重症化につながるおそれもあります。 

そもそも高すぎる保険料の軽減は、病気とたたかう患者の負担を増やして行うことでし

ょうか。保険料の軽減をするのであれば、医療への国庫負担割合を増やすこと、600兆円

に迫る大企業の内部留保を社会的に還元し賃金水準を抜本的に引き上げること、大企業の

利益に応分な税負担を求めるべきです。解散総選挙にあたり、患者のいのち、健康を脅か

す負担増の中止を求めるともに選挙の争点化に向けて発信していきます。 
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自維与党案、政府提案について各論点ごとに問題提起 

 

論点①「特別料金を求める根拠、受診機会の公平性、保険料軽減」 

 

議論の整理（12/26・医療保険部会） 

OTC 医薬品で対応している患者と OTC 医薬品で対応できる症状であるにも関わらず、

他の被保険者の保険料にも負担をかけて医療用医薬品の給付を受ける患者との公平性を確

保する 

 

自維政調会長間合意（12/19） 

 

・現役世代を中心とした、平日の診療時間中に受診することが困難である等の理由により

OTC 医薬品で対応している患者との公平性を確保する 

・現役世代の保険料負担の軽減を図る観点 

 

 

問題点① 

 

自己判断の市販薬の服薬は早期診断を妨げる 

受診しやすい環境整備が本筋 

 

厚労省は、ＯＴＣ（市販薬）を使う人との公平性の観点から、「本来ＯＴＣで対応できる
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患者」については、保険給付を制限しても構わないとしている。 

例えば、軽い症状・軽微な疾患や、受診した結果、低額（又はＯＴＣ類似薬処方）で済ん

だ患者などを「ＯＴＣで対応できる患者」とみなして、給付制限（患者負担増）しても構

わないとなれば、軽い症状などの人を受診から遠ざけたり、勝手な自己判断での市販薬購

入を促すことになる。患者自らは診断できない以上、重症化したり、誤った薬使用による

有害事象、なにより重篤な疾患の早期発見・早期治療を遅らせる事態が増えることは明ら

かである。 

仕事が忙しく、平日に医療機関を受診することが困難などの理由で、市販薬を購入する

労働者は、本来であれば早めの受診勧奨を促すことが大切だ。厚労省は、職場の定期健診

だけでなく、自覚症状がある場合での受診しやすい職場環境づくりを支援・促進すること

こそが必要である。 

 

【コメント】 

保団連 竹田智雄会長 原因疾患の見逃しなど重症化リスク 

東京土建 木村さん 調査結果を元に市販薬で症状を抑えることが健康リスクを抱えるこ

とに 

 

 

問題点② 

感染症拡大リスクも 

 

コロナウイルス、インフルエンザやアデノウイルスなどの感染症では、感染症を蔓延さ

せるリスクを孕む。自覚症状があれば受診することがなにより大切であり、受診した結

果、重篤な疾患でなければそれにこしたことはない。診断が定まった以降も、副作用・合

併症、新たな疾患の有無などからも定期的に受診して、適切に医薬品を使うことが必要で

ある。 

 

【コメント】 

新日本婦人の会 池田さん 

子どもは熱などの症状経過が早く急激に悪化することも。自己診断服薬は、原因疾患の見

逃し、後遺障害のリスクを親に負わせることに 

 

問題点③ 

現役世代の保険料負担の軽減はわずか 

  

自維両党や厚労省は現役世代の保険料負担の軽減を掲げているが、合意内容に基づく保険

料軽減は約 900億円であり、国民一人当たり年間 750円、月額 62.5円に過ぎない。 

また、ＯＴＣ類似薬は最大でも 7000品目、１兆円と言われており、国民医療費 48兆円
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（2024年度）の２％に過ぎない。そもそも、医療技術の高度化や高齢化などで毎年、医療

費は３％程度伸びることから、２％程度を引き下げることは財政効果としては疑わしい。 

【コメント】 

新日本婦人の会 池田さん 

保険料軽減はわずかで薬剤費の負担増で子育て世代の家計も逼迫する 

論点② 配慮すべき患者とは 

議論の整理（12/26・医療保険部会） 

特別の料金について、低所得者にとって負担が過重とならない水準にするとともに、長

期に療養しており既に医療費負担が重い者にも配慮すべきである。 

配慮が必要な者の範囲 

OTC 類似薬の保険給付の見直しに当たって、特別の料金を徴収しないよう配慮すべき者

について、医療費助成制度が広く行われているこども、医療費に着目して公的な支援を受

けている方、長期に OTC類似薬の利用を必要とする方、入院患者等を提示して議論を行っ

た。以下の者については特別の料金を徴収しない方向で検討を進めるべきである。 

・こども

・がん患者や難病患者など配慮が必要な慢性疾患を抱えている方

・入院患者や処置等の一環で OTC 類似薬の処方が必要な方

・ 医師が対象医薬品の長期使用等が医療上必要と考える方

問題点① 配慮の定義は「患者」の選別・線引きになる 

「特別料金」を含めると実質的な窓口負担は１割の患者は３割、２割の患者は４割、３

割の患者は５割に負担が増加します。 

配慮される患者・疾患を設けることは、配慮されない患者・疾患には負担を求めること

となり、患者の健康に線引き・選別することにつながります。 

【コメント】 

難病患者家族の大藤さん 

アトピー協会の倉谷さん

難病患者、アトピー性皮膚炎の患者の立場から 

問題点② 生活苦が広がる中、患者・家族へ影響は大きい 
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自維政調合意書では最終的には 7000品目の最大 1/1の保険除外を掲げている。 

患者アンケート調査結果でも、ＯＴＣ類似薬の処方を受ける人には、慢性疾患の使用で

通院がかさむ患者、家族の多くでＯＴＣ類似薬を日常的に使う世帯、さらに高額療養費や

公費医療を使う重篤疾患の患者（対処療法、化学療法の副作用・合併症で使用など）な

ど、すでに医療費負担が大きい・限界に近い患者が少なくない。 

こうした患者（家族）は就労が制限され収入も低くなりやすい。市販薬と比べて負担増

が少ないといっても、こうした患者（家族）にとっては、今より負担が増えること自体、

生活の破綻と治療の中断につながりかねません。 

【コメント】 

難病患者家族 大藤さん 

アトピー協会の倉谷さん

難病患者、アトピー性皮膚炎の患者の立場から問題点や思いをご発言ください。 

論点③ 連立与党（日本維新の会）の国保逃れ 

「保険料軽減」を語る資格なし 重い保険料負担に対する国民の納得は得られない 

【コメント】 

アトピー協会の倉谷さんから別紙意見書に基づき発言

連立政権は「社会保険料負担の軽減」を理由に OTC類似薬の保険給付の見直しを迫りま

した。高市首相は連立政権の信を問うため衆議院を解散するとしました。連立与党の一角

の日本維新の会による「国保逃れ」は脱法的であり、国民の保険料納付の不信を招き、国

保逃れを模倣する方が増加すれば、国保財政のさらなる悪化や保険料上昇も危惧されま

す。 

１月１６日の大臣会見で保団連は、自維連立政権が OTC類似薬や高額療養費など負担増

を一方的に国民に強いる中での維新議員による「国保逃れ」は高い保険料を払っている国

民の納得感は到底得られないと指摘しました。 

上野賢一郎厚労大臣は、「個々の実態を踏まえて個別に判断されるのではないかと考えて

いる。その上で、社会保険の適用事務を行っている日本年金機構と連携をしながら、大事

なことは、社会保険料納付に対する納得感が損なわれないように制度を適切に運用してい

くということでありますので、あのそうした観点から必要な対応があるかどうか、そうい

うことも含め協議を進めていきたい」と答弁しました。 

以上 
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2026 年 1 月 22 日 

上野 賢一郎 厚生労働大臣 殿 
 

OTC 類似薬に対する「特別料金」の加算と 
高額療養費限度額引き上げは無効 

 
NPO 法人日本アトピー協会 

代表理事 倉谷 康孝 
 

平素は、医療行政にご尽力を賜り、誠に有難うございます。患者さん方に成り代わり深く御礼
を申し上げます。今般、上野 賢一郎厚生労働大臣は、高額療養費の限度額引き上げ（負担増）に
伴う保険料軽減効果について「高額療養費の給付削減で 26 年度は 700 億円の保険料が下がる」
とご説明されました。 
700 億円は国民一人あたりにすると年間 583 円、月 49 円と保険料軽減効果は僅かです。 
また、OTC 類似薬 77 成分 1100 品目を患者負担とする「特別料金」は、900 億円の削減額です。
国民一人あたりにすると年間 750 円、月 63 円。高額療養費 700 億、OTC 類似薬 900 億の削減額
を合わせても、国民一人あたり月 112 円。年額 1,344 円しか保険料軽減効果はありません。 
日本維新の会が今も提言している医療費 4 兆円削減の僅か 4％です。わたくしのような素人で

も医療費年間 4 兆円削減、保険料年間 1 人 6 万円削減には到底思い至りません。毎月の高額な保
険料が大幅に下がるとの提言は注目を集める広告文だったのでしょうか。 
 

国家の 礎
いしずえ

である社会保障と安全保障。厚生労働省は、「国民生活の保障・向上」と「経済の発展」
を目指すとされています。 

毎年、１兆円規模で膨らむ医療費を有耶無耶
う や む や

には出来ませんが、今回の自民・日本維新の会によ
る密室合意での削減案は、国の負担を国民ましてや病気の方に更なる負担を押し付ける『病人増
税』のように感じます。これは改革ではなく、国の負担を物価高で苦しんでいる患者さん方に更
なる負担を押し付けただけです。その上に「不断の見直し」。更に患者さんへの負担を見直してい
くということでしょうか。 
 
また、医療保険制度に対して「制度自体は、持続可能なものにしていくという」というご発言も
大臣からございました。12/16、コロナ禍後最大の１８.３兆円の補正予算が成立し積極財政とさ
れています。 
無駄使いや不正があってはいけませんが、保険制度維持に必要な予算を獲得して頂くことも厚生
労働大臣の義務だと思います。 
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そして、患者さんの意見も聴取したとされていますが、昨年 7/10、132,000 人を超える皆様から
頂いた反対署名と請願、12/4 にも 20 万人以上の反対署名と請願をお届けしておりますが、問い
合わせや聞き取りなど何ら返答も無く、「丁寧な議論」は行われたとは思えません。 
 
さらには、社会保険料削減どころか、国家の礎となる社会保険制度の根幹を揺るがす脱法的な社

会保険への加入。一部の東京維新の会にも社保加入を勧誘する厳秘
げ ん ぴ

とする情報提供があったと報
道され、弊会には、自営業であろう方から、激高するご意見、中にはスキームを教えてほしいと
訴えられる方もおられ由々しき事態が発生しております。 
日本維新の会による内部調査では除名等の処分があったようですが、国保逃れの最終調査報告、
自主規制案、党としての責任の取り方などは、まだ発表されていません。組織的関与の有無に関
わらず、公人への疑惑に答えるべき相手は、主権者たる有権者・毎月高額な国民健康保険料、社
会保険料を全うに支払い、税金を納めている国民です。選挙前に有権者に報告するのが順序だと
思います。 
 
日本維新の会の HP では、「社会保険料を下げる改革」と今も堂々と謳っていますが、身を切る改
革よりも、まずは脱法的行為を違法とする法改正案を選挙公約にしてください。 
 
社会保険財政を揺るがす、このような大きな疑惑の全てについての報告、有権者が納得する対応・
対策が無い限り「不断の見直し」は直ちに中止して下さい。 
「社会保険料を下げる改革」を訴える、その前提条件があまりにも常軌を逸しています。 
軽減効果が僅かな削減案は中止し、高額な保険料を支払っている健全な納税者が納得するよう、
全うな議論が出来る体制を整えて下さい。 
社会保障制度の根幹を揺るがす大きな問題がある上での OTC 類似薬への「特別料金」加算、並
びに高額療養費限度額引き上げは無効として下さい。 
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